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総合評価方式（土木一式工事）の６月１日からの試行について 

 

 

１ 現状 

・ 建設工事における総合評価方式の見直しについては、平成 25 年度に着手

し、現在、見直し検討資料を県ＨＰにて公表しています。 

・ ２月以降の公告案件から、見直し案の内容を踏まえた試行案で試行してい

ます。 

 

 

２ ６月１日からの試行案の内容 

・ 試行結果の検証及び見直し案の周知状況から、６月１日からの試行案を次

のとおりとします。 

① 「総合評価方式のタイプ適用範囲」の「見直しイメージ」の適用 

② 「事後審査方式」を適用 

③ 技術提案で「課題提案方式」を選択可能とする。 

④ 「ヒアリング必須」から簡易型では「ヒアリングなしが標準」に変更 

⑤ ヒアリングを実施する場合の評価視点を「業務への取組姿勢及び応答

性」から「配置予定技術者の工事監理能力の確認等」に変更 

⑥ ヒアリングを実施する場合のヒアリング内容の標準化 

⑦ 請求に応じ技術提案の項目毎の結果（点数）を通知 

 

【試行案に適用する見直し案の評価項目】 

別紙「総合評価方式【簡易型一般的な土木一式工事】の６月１日からの

試行（案）について」を参照してください。 

 

なお、あくまでも試行案の標準を示したものであり、評価項目等詳細につ

いては、各工事で異なることがあります。 

 

 

３ ９月１日からの施行案の運用【注意】 

・ ９月１日から、見直し案の未適用項目のうち「地域精通度」の「施工箇所

地域における工事実績」（標準的な配点５点）を追加適用します。 

・ ９月１日から、「技術提案」の配点を３６点から６０点に変更します。 
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４ 引き続き検討する項目 

① 「1,000点＋加算点」から「100点＋加算点」に変更 

② 「本店等所在地」の配点見直し 

③ 「災害協定の評価」の配点見直し 

④ 「工事成績」の配点見直し 

⑤ 「品質マネジメント」の配点見直し 

⑥ 「手持ち工事量」を「受注工事高」に変更 

⑦ 技術提案及びヒアリングの評価を「５段階」から「３段階」に変更 
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総合評価方式のタイプ適用範囲【土木一式工事】

【現行】 【見直しイメージ】

低 高

５千
万円

「価格競争」

５千
万円

工事の難易度等

２
億円

２
億円

７千
万円

「標準型」
【技術提案テーマ数：３】

１２
億円

１２
億円

「簡易型」
【技術提案テーマ数：１～３】

３千
万円

３千
万円

工事内
容等に
より適
用可

「簡易型Ⅰ」
【技術提案テーマ数：０】

「簡易型」「簡易型Ｂ、Ｃ］

【技術提案テーマ数：１～２】

「簡易型Ⅰ」「簡易型Ａ」
【技術提案テーマ数：０】

「価格競争」

「標準型」

【技術提案テーマ数：３】

予
定
価

格

予
定
価

格
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総合評価方式の技術資料の事後審査型の概要 

 

 

【技術資料の事後審査型とは】 

技術資料の事後審査型とは、各入札参加者から提出された加算点申告書を

開札後に落札候補者となったもののみ確認審査することです。 

 

【技術資料の事後審査型の主な特徴】 

○ 技術資料（確認資料を含む）に加え「加算点申告書」を作成し、競争入札

参加申請時に提出していただきます。 

○ 加算点申告書は、落札候補者のみ事後審査します。 

○ 事後審査において、追加資料の提出を求める場合があります。 

○ 事後審査において、落札候補者が過大な加算点となっていた場合は下方修

正を行い、再度、評価値の一番高い入札参加者を落札候補者として事後審

査を行います。 

 

【入札参加者による加算点申告書の作成】 

  評価項目「地域要件」、「企業要件」、「技術者要件」の加算点については、

入札参加者が加算点申告書に記載し、競争入札参加申請時に技術資料（確認

資料を含む）と同時に提出するものとします。 

 

【落札候補者の決定】 

  技術提案（ある場合）及びヒアリング（ある場合）の加算点と加算点申告

書の加算点を足した合計加算点と入札価格から各入札参加者の評価値を算出

し、評価値が一番高い入札参加者を落札候補者とします。 

 

【加算点申告書の審査】 

  各入札参加者から提出された加算点申告書は、開札後に落札候補者となっ

たもののみ確認審査（以下「事後審査」といいます）を行います。 

事後審査は、競争入札参加申請時に提出された技術資料（確認資料を含む）

から行いますが、確認資料について、その内容が確認できない場合は、落札候

補者に対して追加資料の提出（以下「追加提出」といいます）を求めることが

あります。（技術資料（確認資料を含む）の差替えは認められません） 

  事後審査により過大な加算点となっている評価項目が判明した場合は、下

方修正を行い、再度、評価値が一番高い入札参加者を落札候補者として事後
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審査を行います。 

  事後審査により過少な加算点となる評価項目がある場合は、その評価項目

の加算点の見直しは行いません。 

 

（例）簡易型

【現行】 【技術資料の事後審査型】

競争参加資格事前条
件確認通知

競争参加資格事前条
件確認通知

公告 公告

競争入札参加申請、
技術資料提出

（確認資料含む）

競争入札参加申請、
技術資料提出

（加算点申告書、確認
資料含む）

入札参加者の技術資
料の確認審査

ヒアリング ヒアリング

開札 開札

落札候補者に対して
参加資格事後審査

落札決定 落札決定

落札候補者の技術資
料の事後審査

資格要件が無い場合は
失格

・技術資料の下方修正が
あった場合は再度、落札
候補者を選定し審査す
る。

落札候補者に対して
参加資格事後審査

資格要件が無い場合は
失格
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【事後審査型（暫定）フロー（案）】　　総合評価方式（一般競争入札）の実施手順

　は必要に応じ実施するものとする。

※１　加算点申告書の確認審査により、落札候補者が変更となった場合は、変更後の落札候補者について、加算点申告書の確認審査を行う。

総合評価意見聴取会　：　学識経験者の意見聴取

標準型 簡易型 簡易型Ⅰ

競争入札審査会　：　総合評価方式の適用（タイプ含む）決定、技術審査会の設置

技術審査会　：　評価項目・評価基準等の設定

競争入札審査会　：　公告・評価項目等の審査

発注機関　：　公告

質
問
書
提
出
期
間

競争入札参加申請・技術資料（加算点申告書・技術提案）の提出期限

技術審査会　：　技術資料の審査（総合評価方式に係る競争参加資格の審査含む）

執行機関所属長決裁もしくは競争入札審査会　：　競争参加資格事前確認審査

競争参加資格事前確認結果の通知
ヒアリング通知（実施する場合のみ）

技術審査会　：　技術提案の審査

質問書提出期限

質問書に対する回答期限

ヒアリング ヒアリング

技術審査会　：
技術提案・ヒアリングの評価

技術審査会　：
技術提案・ヒアリングの評価

発注機関　：　電子入札締切・開札・施工体制審査意向確認書提出確認
（応札者が調査基準価格を下回っており、かつ「施工体制審査意向確認書」が提出されているときは、別途実施手順へ）

評価点申告書（及び技術提案等）の評価に基づき評価値算出、落札候補者を選定

技術審査会　：　落札候補者について加算点申告書の確認審査（※１）
落札候補者に対し、加算点申告書の内容が提出した確認資料で確認できない場合は、追加資料を求める

総合評価意見聴取会（学識経験者の意見聴取）

競争入札審査会　：　参加資格事後審査、落札決定
（ＷＴＯ協定）７２日以内に入札結果を公報に登載

【技術資料の追加】

・様式（様式1～様式１０）

・確認資料

・加算点申告書（様式１１）（追加）
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総合評価方式【簡易型　一般的な土木一式工事】の６月１日からの試行（案）について

【現行】 【見直し案】
簡易型Ｂ

技術提案　１テーマ
項目選択可 【見直し案を踏まえた試行（案）（６月１日版）】

本店等所在地 2 本店等所在地 10

施工箇所地域
における工事実績 0.5

施工箇所地域
における工事実績 －

雪氷対策元請実績 5 雪氷対策元請実績 0.5 雪氷対策元請実績 5

小規模業務委託元請実績 5 小規模業務委託元請実績 0.5 小規模業務委託元請実績 5

公共施設美化活動実績 3 公共施設美化活動実績 0.5 公共施設美化活動実績 3

災害協定の評価 3 災害協定の評価 1 災害協定の評価 3

次世代育成支援活動実績 3 次世代育成支援活動実績 次世代育成支援活動実績

男女共同参画活動実績 3 男女共同参画活動実績 男女共同参画活動実績

障がい者雇用実績 3 障がい者雇用実績 1 1 障がい者雇用実績

環境マネジメントシステム
の認証

（ ISO14001、 M-EMS）

環境マネジメントシステム
の認証

（ ISO14001、 M-EMS）

県内企業による施工 5 県内企業による施工 0.5 0.5 県内企業による施工 5 5

工事実績 評価対象工事の実績 工事実績 評価対象工事の実績 2 工事実績 評価対象工事の実績 20

工事成績 格付けに係る平均工事成績 20 工事成績 格付けに係る平均工事成績 1 工事成績 格付けに係る平均工事成績 20

ISO等
認証取得

 ISO9000S、ISO14001、
 M-EMS　の有無

5 品質マネジメント
品質マネジメントシステム

の認証
（ISO9000S）

1 品質マネジメント
品質マネジメントシステム

の認証
（ISO9000S）

3

安全衛生管理
労働安全衛生マネジメント

システムの認証
5 労働安全衛生管理

労働安全衛生マネジメント
システムの認証

0.5 労働安全衛生管理
労働安全衛生マネジメント

システムの認証
5

手持ち工事量
契約中の公共工事と

１級技術者の数の比率
10

受注工事高
（現行　手持工事量）

受注工事高の実績 1.5 1.5 手持ち工事量
契約中の公共工事と

１級技術者の数の比率
10 10

配置予定技術者の
工事実績

主任（監理）技術者又は
現場代理人としての工事実績

2
配置予定技術者の

工事実績
主任（監理）技術者又は

現場代理人としての工事実績
20

資格保有状況 １級・２級土木施工管理技士の資格 資格保有状況 １級・２級土木施工管理技士の資格

継続学習制度
（ＣＰＤ）

継続学習制度の単位取得状況 0.5
継続学習制度

（ＣＰＤ）
継続学習制度の単位取得状況 5

技術提案
発注者が指定するテーマ

について
施工上留意すべき課題と対策

60
技術
提案

技術提案
発注者が指定するテーマ・

項目について
施工上留意すべき課題と対策

8
技術
提案

技術提案
発注者が指定するテーマ

について
施工上留意すべき課題(と対策)

36

ヒアリング
業務への取組姿勢

及び応答性
40

ヒア
リング

ヒアリング
配置予定技術者の

工事監理能力の確認等
2

ヒア
リング

ヒアリング
配置予定技術者の

工事監理能力の確認等
20

200 25 180

換算
２０
点

大項目

地域精通度
・貢献度

社会
貢献度

企業の
技術力等

企
　
　
業
　
　
の
　
　
能
　
　
力
　
　
等

備　　考

99

16

社会貢献度

10

56

10

48

56

124

・１テーマあたり３項目、提案を求める項目内容を全て明示
・項目毎配点を項目の重要度等に応じて設定し明示
・項目毎に３段階評価　請求に応じ項目毎の結果（点数）を通知
・評価（配点）割合は同程度

（標準点　１，０００点）　＋　加算点　２００点 （標準点　１００点）　＋　加算点　２０点換算 （標準点　１，０００点）　＋　加算点（換算なし）

技術
提案
等

56
技術力
要件

100 100
技術
提案
等

10

・９月１日から配点を３６点から６０点に変更予定

【適用する項目】
・１テーマあたり３項目、提案を求める項目内容を全て明示
・項目毎配点を項目の重要度等に応じて設定し明示
・請求に応じ項目毎の結果（点数）を通知

【引き続き検討する項目】
・項目毎に３段階評価

・「工事内容」等に応じて、発注機関が「実施の有無」「配点」を設定
・評価（配点）割合を減
・３段階評価

【適用する項目】
・「工事内容」等に応じて、発注機関が「実施の有無」「配点」
を設定

【引き続き検討する項目】
・３段階評価

10 10

・「工事内容」に応じて「項目」を設定
・評価（配点）割合を減

・評価（配点）割合を減

・受注工事高をベースとした評価へ見直し
　　（基準日以前１年間の公共工事当初契約額）／（年間平均元請完成工事高）
・評価（配点）割合は同程度

・引き続き検討

・評価（配点）割合を減
・評価基準は現行どおり　（下限：75点　上限：90点　直線式評価）
・「簡易型Ａ」の評価基準を見直し（下限：65点→70点　上限：75点→80点　直線式評価）

・引き続き検討

・評価（配点）割合を増

技術者
要件

配置予定
技術者の
工事実績

主任（監理）技術者又は
現場代理人としての工事実績 20 20

技術者
の能力 2.5 ・予定価格８千万円未満の場合は評価

・２６年度からの新規評価項目

25

・９月１日から適用予定

・「地域状況」等に応じて、発注機関が「項目」「配点」等の設定可
・評価（配点）割合は同程度

・「地域状況」等に応じて、発注機関が「配点」の設定可
・評価（配点）割合を増

地域貢献度

地域精通度

企業
要件

地域貢献度

70

地域貢献度 2.5

・「地域状況」等に応じて、発注機関が「項目」「配点」等の設定可
・評価（配点）割合を減

企
　
　
業
　
　
の
　
　
能
　
　
力
　
　
等

地域精通度
・貢献度

地域精通度

・企業の技術力の評価を重視し、基本的に全案件で評価
・「工事内容」に応じて、発注機関が「評価対象工事の内容」「配点」等を設定

社会貢献度

102.5

12.5

15

技術者
の能力 25

・「地域状況」「工事内容」等に応じて、発注機関が「項目」「配点」等の設定可

・「地域状況」「工事内容」等に応じて、発注機関が「項目」「配点」等の設定可

技術者
の能力

企業の
技術力等

4.5

・評価（配点）割合を減

小項目

・４項目（「次世代」、「男女共同」、「障がい者」、「ＩＳＯ14001（ M-EMS）」）を評価
・評価（配点）割合を減
・実績等項目数による評価方法を見直し
　（例　４項目：１点　３項目：０．８点　２項目：０．６点　１項目：０．４点　等）社会

貢献度
社会貢献度

中項目

簡易型Ｂ
標準的
な配点
（案）

標準的
な配点
（案）

地域
要件

本店等所在地 管内業者等 10 10

100

大項目

2.5
技術者
の能力

配点変更可

中項目 小項目
標準的
な配点

大項目 中項目 小項目 「見直し案」の主な見直し内容（案）

 


